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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  
  

  

  
(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．当社は第43期第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、第42期第３四半期連結

累計期間及び第42期連結会計年度の連結経営指標等に代えて、第42期第３四半期累計期間及び第42期事業年

度に係る提出会社の経営指標等を記載しております。 

３．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。 

５．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 
  
  

２ 【事業の内容】 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。 

 なお、第１四半期連結会計期間より、株式取得により子会社化した株式会社クロスユーアイエス（旧ユニチカ情報

システム株式会社）を連結の範囲に含めております。 

上記に伴うセグメント区分に変更はなく、当社グループの事業は、情報サービス事業並びにこれらの付帯業務の単

一事業であります。 

回次 
第42期 

第３四半期累計期間 

第43期 
第３四半期 
連結累計期間 

第42期 

会計期間 
自  平成26年４月１日
至  平成26年12月31日

自  平成27年４月１日 
至  平成27年12月31日 

自  平成26年４月１日
至  平成27年３月31日

売上高 (千円) 5,805,627 6,622,194 8,174,524 

経常利益 (千円) 279,366 415,047 533,901 

親会社株主に帰属する 
四半期(当期)純利益 

(千円) ― 285,692 ― 

四半期(当期)純利益 (千円) 175,672 ― 300,056 

四半期包括利益又は包括利益 (千円) ― 297,508 ― 

純資産額 (千円) 2,108,549 2,428,454 2,251,727 

総資産額 (千円) 3,325,403 4,321,466 3,916,696 

１株当たり四半期(当期)純利益
金額 

(円) 20.39 33.40 34.82 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― 

自己資本比率 (％) 63.4 56.2 57.5 
 

回次 
第42期 

第３四半期会計期間 

第43期 
第３四半期 
連結会計期間 

会計期間 
自  平成26年10月１日
至  平成26年12月31日

自  平成27年10月１日 
至  平成27年12月31日 

１株当たり四半期純利益金額 （円） 4.11 8.18 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

なお、第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同期との比較分析は行っておりま

せん。   

(1) 業績の状況 

当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、緩やかに回復基調を続けているものの、中国の景気減速や国

際情勢不安による世界経済の下振れ等、依然として先行き不透明な状態が続いております。当社グループが属する

情報サービス業界は、「ＩｏＴ」や「ビッグデータ」等のＩＴ技術の活用により設備投資意欲は堅調に推移してお

ります。 

  このような状況の中、当社グループは、新たな中期経営計画「Innovation Fast 2017」を策定し、継承すべき事

項と変革すべき事項を明確化し、中核ビジネスであるシステム開発の安定拡大、さらには新サービスの創生と伸長

を図り、また、取得した子会社との相乗効果による業容拡大を目指し、Nextステージに向かって成長して参りま

す。 

 当第３四半期連結累計期間では、保険及び公営競技等の案件減少による影響はあるものの、銀行向けが好調に推

移し、クレジット向けも順調に回復しました。また、6月から連結の範囲に含めた子会社が寄与したことにより、売

上高は6,622百万円、営業利益は397百万円、経常利益は415百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は285百万

円となりました。 

  
(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結累計期間において、対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

(3) 研究開発活動 

    当第３四半期連結累計期間における研究開発費は、19百万円となっております。 

主な活動は以下のとおりです。 

 ・クレジット国際ブランドソリューションCC-Quattroの運用保守性の向上とマルチイシュアー対応に向けた機能 

  拡張の実施。    

・ユニファイドコミュニケーション提案に向けた、マイクロソフト社Skype for Business（旧 Lync）の機能を補

  完するアプリケーションCC-Smartシリーズの開発及び製品化に向けた品質強化テストと社内パイロット展開。 

 ・社内コミュニケーション基盤更改に向け、Microsoft Office365の社内適用へのFit&Gap評価の実施。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 35,800,000 

計 35,800,000 
 

種類 
第３四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成27年12月31日) 

提出日現在発行数(株)
(平成28年２月12日) 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 9,210,960 9,210,960 
東京証券取引所 
ＪＡＳＤＡＱ 
(スタンダード) 

単元株式数100株 

計 9,210,960 9,210,960 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成27年10月１日～ 
平成27年12月31日 

― 9,210,960 ― 459,237 ― 61,191 
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(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

(7) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成27年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。 

① 【発行済株式】 

    
（注）１．「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数40個が含まれております。 

２．「単元未満株式」の欄には、自己株式94株が含まれております。     

  

② 【自己株式等】 

  

２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

  

 

      平成27年12月31日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
普通株式 

683,400 
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

8,526,700 
85,267 ― 

単元未満株式 
普通株式 

860 
― １単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数 9,210,960 ― ― 

総株主の議決権 ― 85,267 ― 
 

    平成27年12月31日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

株式会社クロスキャット 
東京都品川区東品川 
一丁目２番５号 

683,400 ― 683,400 7.41 

計 ― 683,400 ― 683,400 7.41 
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。 

なお、第43期第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、比較情報は記載しておりませ

ん。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

  

                    (単位：千円) 

                    
当第３四半期連結会計期間 

(平成27年12月31日) 

資産の部   

  流動資産   

    現金及び預金 656,612 

    受取手形及び売掛金 1,926,247 

    電子記録債権 10,806 

    仕掛品 298,979 

    繰延税金資産 54,896 

    その他 59,698 

    貸倒引当金 △1,928 

    流動資産合計 3,005,312 

  固定資産   

    有形固定資産   

      建物及び構築物 261,384 

        減価償却累計額 △199,772 

        建物及び構築物（純額） 61,611 

      車両運搬具 8,191 

        減価償却累計額 △6,534 

        車両運搬具（純額） 1,656 

      工具、器具及び備品 142,467 

        減価償却累計額 △70,755 

        工具、器具及び備品（純額） 71,712 

      土地 32,998 

      建設仮勘定 63,990 

      有形固定資産合計 231,969 

    無形固定資産   

      のれん 217,948 

      ソフトウエア 55,746 

      その他 15,584 

      無形固定資産合計 289,278 

    投資その他の資産   

      投資有価証券 351,736 

      敷金及び保証金 278,624 

      繰延税金資産 77,943 

      その他 86,600 

      投資その他の資産合計 794,905 

    固定資産合計 1,316,153 

  資産合計 4,321,466 
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                    (単位：千円) 

                    
当第３四半期連結会計期間 

(平成27年12月31日) 

負債の部   

  流動負債   

    買掛金 369,673 

    短期借入金 400,000 

    未払法人税等 20,165 

    賞与引当金 106,278 

    資産除去債務 57,624 

    その他 534,221 

    流動負債合計 1,487,963 

  固定負債   

    退職給付に係る負債 352,789 

    資産除去債務 28,135 

    長期未払金 21,000 

    繰延税金負債 3,123 

    固定負債合計 405,047 

  負債合計 1,893,011 

純資産の部   

  株主資本   

    資本金 459,237 

    資本剰余金 61,191 

    利益剰余金 1,998,146 

    自己株式 △183,563 

    株主資本合計 2,335,011 

  その他の包括利益累計額   

    その他有価証券評価差額金 62,807 

    退職給付に係る調整累計額 30,635 

    その他の包括利益累計額合計 93,443 

  純資産合計 2,428,454 

負債純資産合計 4,321,466 
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

                    (単位：千円) 

                    当第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年12月31日) 

売上高 6,622,194 

売上原価 5,224,485 

売上総利益 1,397,708 

販売費及び一般管理費 999,793 

営業利益 397,915 

営業外収益   

  受取利息 103 

  受取配当金 6,501 

  保険配当金 5,964 

  その他 5,482 

  営業外収益合計 18,051 

営業外費用   

  支払利息 794 

  支払手数料 124 

  営業外費用合計 919 

経常利益 415,047 

特別損失   

  固定資産除却損 514 

  特別損失合計 514 

税金等調整前四半期純利益 414,532 

法人税、住民税及び事業税 113,030 

法人税等調整額 15,809 

法人税等合計 128,840 

四半期純利益 285,692 

非支配株主に帰属する四半期純利益 - 

親会社株主に帰属する四半期純利益 285,692 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

  

                    (単位：千円) 

                    当第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年12月31日) 

四半期純利益 285,692 

その他の包括利益   

  その他有価証券評価差額金 10,159 

  退職給付に係る調整額 1,657 

  その他の包括利益合計 11,816 

四半期包括利益 297,508 

（内訳）   

  親会社株主に係る四半期包括利益 297,508 

  非支配株主に係る四半期包括利益 - 
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【注記事項】 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更) 

第１四半期連結会計期間より、株式取得により子会社化した株式会社クロスユーアイエスを連結の範囲に含めて

おります。 

なお、第１四半期連結会計期間の末日をみなし取得日としているため、第１四半期連結会計期間においては貸借

対照表のみを連結としており、第２四半期連結会計期間より損益計算書を連結しております。 

  
(会計方針の変更) 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」という。）

及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」と

いう。）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する

方法に変更いたしました。 

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)及び事業分離等会計基準第57－４項(4)

に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点から将来にわたって適用しておりま

す。なお、当第３四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。 

  
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理) 

該当事項はありません。 

  

(追加情報) 

当社は、第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しております。四半期連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項は以下のとおりです。 

（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項） 

１．連結の範囲に関する事項 

すべての子会社を連結しております。 

連結子会社の数   １社 

連結子会社の名称  株式会社クロスユーアイエス 

  
２．持分法の適用に関する事項 

該当事項はありません。 

  
３．連結子会社の事業年度に関する事項 

連結子会社の四半期決算日は、四半期連結決算日と一致しております。 

  

４．会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

 その他有価証券 

 時価のあるもの 

四半期決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定) 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

② たな卸資産 

 仕掛品 

 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

 定率法 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

 建物         ３～20年 

 工具、器具及び備品  ３～６年 

② 無形固定資産 

 定額法 

なお、市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売収益に基づく償却額と残存有効期間（３年）に基

づく均等配分額とを比較し、いずれか多い金額をもって償却し、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（３年～５年）に基づく定額法によっております。 

  
(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備えるため、当四半期連結累計期間に負担すべき支給見込額を計上しております。 

③ 受注損失引当金 

請負開発契約に係る将来の損失に備えるため、当四半期連結累計期間における請負開発契約に係る損失見込

額を計上しております。 

  
(4) 退職給付に係る会計処理の方法 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。 

② 数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10年）

による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。 

③ 小規模企業等における簡便法の採用 

連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退

職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

  
(5) 重要な収益及び費用の計上基準 

 ソフトウェアの請負開発契約に係る収益の計上基準 

当四半期連結会計年度までの進捗部分について成果の確実性が認められる契約については工事進行基準

を、その他の契約については検収基準を適用しております。なお、進捗率の見積りについては、原価比例法

を用いております。 

  
(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

   消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており、資産に係る控除対象外消費税及び地方消費

税は当四半期連結累計期間の費用として処理しております。 
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(四半期連結貸借対照表関係) 

該当事項はありません。 

  

(四半期連結損益計算書関係) 

該当事項はありません。 

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次の

とおりであります。 

  

  

(株主資本等関係) 

 当第３四半期連結累計期間(自  平成27年４月１日  至  平成27年12月31日) 

配当金支払額 

  

  

(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

  当第３四半期連結累計期間(自  平成27年４月１日  至  平成27年12月31日) 

当社グループは、情報サービス事業並びにこれらの付帯業務の単一セグメントであるため記載を省略しておりま

す。 

  

(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

 

  
当第３四半期連結累計期間 
(自  平成27年４月１日 
至  平成27年12月31日) 

  
  
  

減価償却費 94,792千円   

のれんの償却額 16,765千円   
 

(決議) 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成27年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 103,409 12 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金 
 

項目 
当第３四半期連結累計期間
(自  平成27年４月１日 
至  平成27年12月31日) 

  
  
  

１株当たり四半期純利益金額 33円40銭   

  (算定上の基礎)     

  親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 285,692   

  普通株主に帰属しない金額(千円) ―   

  普通株式に係る親会社株主に帰属する 
  四半期純利益金額(千円) 

285,692   

  普通株式の期中平均株式数(千株) 8,553   
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２ 【その他】 

該当事項はありません。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

平成28年２月12日

株式会社クロスキャット 

取締役会  御中 

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社クロス

キャットの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成27年10月１日か

ら平成27年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年12月31日まで)に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。 

  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  
監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社クロスキャット及び連結子会社の平成27年12月31日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。 

  
利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

  

  

有限責任監査法人  トーマツ 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    中  井  新 太 郎    印 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士    森  田  浩  之    印 
 

  

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
 



【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成28年２月12日 

【会社名】 株式会社クロスキャット 

【英訳名】 CROSS CAT CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 井上 貴功 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都港区港南一丁目２番７０号 

（平成28年２月１日から本店所在地 東京都品川区東品川一丁目 

 ２番５号が上記のように移転しております。） 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 
 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長井上貴功は、当社の第43期第３四半期（自  平成27年10月１日  至  平成27年12月31日）の四

半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 


	表紙
	目次
	中表紙
	第一部【企業情報】
	第１【企業の概況】
	１【主要な経営指標等の推移】
	２【事業の内容】

	第２【事業の状況】
	１【事業等のリスク】
	２【経営上の重要な契約等】
	３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

	第３【提出会社の状況】
	１【株式等の状況】
	（１）【株式の総数等】
	（２）【新株予約権等の状況】
	（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】
	（４）【ライツプランの内容】
	（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】
	（６）【大株主の状況】
	（７）【議決権の状況】

	２【役員の状況】

	第４【経理の状況】
	１【四半期連結財務諸表】
	（１）【四半期連結貸借対照表】
	（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

	２【その他】


	第二部【提出会社の保証会社等の情報】
	四半期レビュー報告書
	確認書



